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１．公的賃貸住宅の施策対象及び検討課題について

１－１ 住宅建設計画法と住宅建設五箇年計画における公的賃貸住宅の位置付け
１－２ 今後の公的賃貸住宅のあり方に関する検討課題（H17.4.18基本制度部会資料）
１－３ 公的賃貸住宅の施策対象及び検討課題について



国土交通大臣が作成

◎国と地方公共団体の責務（住宅建設計画法第２条）

「国及び地方公共団体は、住宅の需要及び供給に関する長期見通しに即し、かつ、住宅事情の実態に応じて、住宅に関する施策を
講じるように努めなければならない」

◎住宅建設五箇年計画（五計）の体系（住宅建設計画法第４条～第６条）

国民の住生活が適正な水準に安定するまでの間、昭和41年度以降５箇年毎に作成

地方住宅建設五箇年計画
１０の地方ごとに作成

計画事項は住宅建設五箇年計画と同じ

都道府県が作成

住宅建設五箇年計画
５箇年間における住宅の建設の目標

（公的資金住宅については建設の事業量を明示）

閣 議 決 定

通 知

都道府県住宅建設五箇年計画
５箇年間における住宅の建設の目標
（公営住宅等の建設の事業量を明示）

国土交通大臣が都道府県公営
住宅整備事業量を作成・通知

市町村と協議

北海道、東北、関東、東海、北陸
近畿、中国、四国、九州、沖縄

１－１ 住宅建設計画法と住宅建設五箇年計画における公的賃貸住宅の位置付け

第八期五箇年計画の抜粋
○住宅建設五箇年計画 ※（ ）の数字は増改築件数であり、住宅建設量の内数

○地方住宅建設五箇年計画 ※（ ）の数字は増改築件数であり、住宅建設量の内数

○都道府県住宅建設五箇年計画（東京都）

14.1（1.0）万戸特定優良賃貸住宅

11.0（2.0）万戸高齢者向け優良賃貸住宅

26.2（8.3）万戸公営住宅（改良住宅等を含む）

69(3)千戸

38(11)千戸

86（30）千戸

関東地方

24(1)千戸5(1)千戸特定優良賃貸住宅

23(3)千戸6(0)千戸高齢者向け優良賃貸住宅

55(20)千戸17（3）千戸公営住宅（改良住宅等を含む）

近畿地方北海道地方

0戸31,000戸特定優良賃貸住宅

4,650戸9,300戸高齢者向け優良賃貸住宅

15,170戸26,470戸公営住宅（改良住宅等を含む）

増改築件数住宅建設戸数

①公営住宅
②改良住宅
③住宅金融公庫の融資を受けて建設等される住宅
④独立行政法人都市再生機構が賃貸・分譲する住宅
⑤上記のほか、国、地方公共団体等の財政援助等に係る住宅

公的資金住宅
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１．市場重視の政策に不可欠な住宅セーフティネットの再構築

２．将来世代に継承できる良質な社会資産の形成

３．これらを通じて実現される持続可能なコミュニティの形成

１－２ 今後の公的賃貸住宅のあり方に関する検討課題（H17.4.18基本制度部会資料）

○公営住宅の施策対象、入居制度、家賃制度のあり方
・真に「住宅に困窮する低額所得者」（公営住宅法第１条）に対し、地域の実情を反映しつつ、より公平・的確に公営
住宅を提供できるようにする観点から検討

○その他の公的賃貸住宅のあり方
・公営住宅制度に関する検討と併せて、その他の公的賃貸住宅のあり方について検討

○民間賃貸住宅における住宅セーフティネットのあり方
・民間賃貸住宅における住宅セーフティネットの確保について、公平・公正性の確保、居住水準の確保等の観点から
公的関与のあり方について検討

○良好な住環境の形成、安全の確保（耐震化等）、地球環境問題、少子高齢化への対応などが 図られ
た公的賃貸住宅等の良質な住宅ストック形成のあり方

具体的検討課題

○市場重視・ストック重視の新たな住宅政策に対応した制度的枠組み

における国の責任の果たし方

○公・民、国・地方の役割分担と連携の考え方

の観点から公的賃貸住宅制度
について再点検
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公的関与の必要性

１．災害対応等緊急時の対応

施策対象

地震等の災害被災者

低額所得者

高齢者 障害者

DV被害者 ホームレス

外国人 等

検討課題

比較的規模の大きい賃貸住
宅

バリアフリー対応がなされた
賃貸住宅 等

小さな子供のいる世帯

１－３ 公的賃貸住宅の施策対象及び検討課題について

公的支援を必要とする者及びその者に対する支援方策をどのよ
うに考えるべきか。

・

まちづくりにおける公的賃貸住宅の役割及び貢献方策、関係者
の役割分担をどのように考えるべきか。

・

効率的・効果的な供給促進を図るための誘導手法（補助・融資・
税制、規制、情報整備・提供等）をどのように構築していくか。

・

福祉施策等との連携の下で、賃借人・賃貸人双方の不安解
消をどのように図っていくべきか。

・

市場において自力では適正
な居住水準の住宅を確保でき
ない者への対応

市場においては十分な供給
が図られない賃貸住宅への
対応

４．まちづくりへの貢献

２．

３．

最低居住水準確保のため
の市場家賃の支払いが困
難な者への対応

２－１．

民間賃貸住宅への入居制
限を受けやすい者への対
応

２－２．

中心市街地の活性化

地方定住

密集住宅市街地整備

公営住宅制度のあり方についてどのように考えるべきか。・

-3-



２．公的賃貸住宅をめぐる現状と沿革について

２－１ 公的賃貸住宅をめぐる現状（我が国の住宅ストックの全体像）

２－２ 住宅別の一戸当たり平均床面積とストックシェア

２－３ 公的賃貸住宅制度の沿革

２－４ 公的賃貸住宅制度の創設・改正の背景等

２－５ 公的賃貸住宅制度の比較



民間賃貸住宅（１２５６万戸）民間賃貸住宅（１２５６万戸） 公的賃貸住宅（３４２万戸）公的賃貸住宅（３４２万戸）

賃貸住宅（１７１７万戸）持家（２８６７万戸）

特定優良賃貸住宅（１５．４万戸）
◇中堅ファミリー層向けの良質な（比較的規模の大きい）賃貸住宅

を市場で供給

高齢者向け優良賃貸住宅（１．４万戸）
◇高齢者が安心して暮らせる良質な（バリアフリー対応がなされた）

賃貸住宅を市場で供給

〔住宅の質〕
・居住水準

*平均床面積：４４㎡

*最低居住水準未満世帯の割合：９．８％

*誘導居住水準以上世帯の割合： ３３．２％

〔国民のニーズ〕
・持家志向が強い
*国民の約８割が持家志向

〔住宅の質〕
・居住水準

*平均床面積：１２４㎡
*最低居住水準未満世帯の割合：１．１％
*誘導居住水準以上世帯の割合：６５．０％

・バリアフリー化
*「手すりの設置」「段差の解消」「広い廊下幅の

確保」といった基本的なバリアフリー化がなさ
れたストック：４．３％

〔負担〕
・多額のコスト

*平均購入価額（公庫融資を受けた住宅）：
約３１００万円（新築住宅）
約２０００万円（中古住宅）

*平均借入額（公庫融資を受けた住宅）：
約１６００万円（新築住宅）
約１１００万円（中古住宅）

*平均償還期間（公庫融資を受けた住宅）：
約３１年（新築住宅）
約２４年（中古住宅）

都市再生機構賃貸住宅（７５．５万戸）

◇大都市等において、主にファミリー世帯向けの良好な居住環境

を備えた賃貸住宅を供給

地方住宅供給公社賃貸住宅（１３．８万戸）

◇中堅勤労者向けの良好な居住環境を備えた賃貸住宅を供給

その他（１７．３万戸）

〔住宅の質〕
・居住水準

*平均床面積：５２㎡（公営の借家）、49㎡（公団・公社の借家）

*最低居住水準未満世帯の割合：９．２％（公営の借家）

：10.1％（公団・公社の借家）

*誘導居住水準以上世帯の割合： ３４．８％ （公営の借家）

：36.9％（公団・公社の借家）

公営住宅（２１９万戸）
◇国及び地方公共団体が協力して健康で文化的な生活を営むに

足りる住宅を整備し、住宅に困窮する低額所得者に低廉な家賃
で供給
*応募倍率：全国９．４倍 東京２７．４倍（H１５）

*収入超過者の割合：全国９．１％ 東京９．２％（H１５）

給与住宅（１４９万戸）給与住宅（１４９万戸）

（注１）住宅戸数等の住宅ストックに関するデータは平成１５年住宅・土地統計調査等による（数値に空家は含まない）。

但し、公的賃貸住宅（３４２万戸）については個別に集計した戸数を記載しているため、賃貸住宅の総戸数は賃貸住宅ごとの合計と一致しない。

（注２）都市再生機構賃貸住宅（７５．５万戸）には、高齢者向け優良賃貸住宅として供給されているもの（１．１万戸）を含まない。

（注３）「その他」は改良住宅等。

・長期にわたって使用できる良質な賃貸住宅、特に、ファミリー

向け賃貸住宅が不足

*ファミリー向け賃貸住宅の不足：約１６８万戸

・バリアフリー化

*「手すりの設置」「段差の解消」「広い廊下幅の確保」といった

基本的なバリアフリー化がなされたストック（借家全体）：１． ５％

〔賃貸住宅管理〕
・入居限定

*入居限定を行っている割合：約２５％
*限定条件：外国人、高齢者、小さな子供

・管理の質が低い
*家主による長期修繕計画の作成割合：約２割

*国民生活センターに寄せられた賃貸住宅の相談件数
H５ ５１０８件 → H１５ ２７５８８件

２－１ 公的賃貸住宅をめぐる現状（我が国の住宅ストックの全体像）
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２－２ 住宅別の一戸当たり平均床面積とストックシェア
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　　　　　　　                  　　   　(戸建て）　　　　　               　  　（共同建て） （給与住宅）（公営）（公団・公社）　（民営借家）

(注）「持ち家」：長屋建、その他は含んでいない
　　 「床面積：居住室だけでなく住宅全体の床面積

出典：平成15年住宅・土地統計調査

ストックシェア

　　132.9㎡

　全体平均
　　94.9㎡

　71.0㎡ 53.6㎡ 51.6㎡ 49.0㎡

44.3㎡
戸建て

共同建て

給与住宅

公営の借家
民営借家

公団・公社の借家

住宅総数に
占める割合

（持ち家：借家）
 ６　：　４

持ち家 借家

52% 8% 3% 5% 2% 27%

　㎡



特優賃法の制定

高齢者居住法の制定

・中堅所得者層を主な対象とした良質な賃貸住宅（特定優良賃貸住宅）の供給を促進

・高齢者が安心して居住できるよう市場環境整備を推
進（高齢者向け優良賃貸住宅制度、入居を拒否しない
住宅の登録制度、終身建物賃貸借制度の創設）

（Ｈ１３）

（Ｈ５）

２－３ 公的賃貸住宅制度の沿革

・新規供給は原則廃止
・民間賃貸住宅の供給支援
・新規ニュータウン事業

から撤退

・分譲住宅から撤退・宅地開発公団と統合

日本住宅公団 住宅・都市整備公団 都市基盤整備公団 都市再生機構

（Ｓ５６） （Ｈ１１） （Ｈ１６）（Ｓ３０）

【大都市地域における不燃住宅の
集団的建設と大規模宅地開発】

（Ｓ４０）

【積立分譲制度等による中堅勤労者向け住宅の供給】

地方住宅供給公社

公営住宅法の制定 公営住宅法の改正 公営住宅法の改正

・低額所得者を対象とした公営住宅の
供給を恒久的な施策として確立

・入居者資格の拡大（高齢者、身体障害
者、生活保護被保護者等の単身 入居が
可能に。）

・地方公共団体の直接建設に加え、民間住宅の買取り・借上げ
方式を追加

・公営住宅のグループホーム等としての使用を可能に。
・きめ細やかな応能応益家賃制度の導入

（Ｓ２６） （Ｈ８）（Ｓ５５）

１種 82％
２種 48％

１種 33％
２種 16％

収入分位カバー率（Ｓ26） 収入分位カバー率（Ｈ8） ⇒25％

注）収入分位カバー率：公営住宅の入居対象階層が、所得水準
の低い方から見て全国民の何％を対象としているかを表すもの
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Ｓ２０ Ｓ５０ Ｈ１２ Ｈ１７“住宅難の解消” “量の確保から質の向上へ” “市場機能・ストック重視へ”

5,389
（Ｈ１５）

4,716

（Ｓ３３）
1,793万戸

1,865万世帯

（Ｓ５３）
3,545
3,284

（Ｓ６３）
4,201
3,781

（Ｈ１０）
5,025
4,436

（Ｓ４３）

2,532
2,559

戦災・引揚者等による
約420万戸の住宅不足

全国で住宅総数が
世帯総数を上回る

全都道府県で住宅総数
が世帯総数を上回る

最低居住水準未満世
帯が1割を下回る

全国の世帯の約半分が誘導
居住水準を達成

（Ｓ４８）

2,965
3,106



○制定（平成１３年）
【制定の背景、課題】
・急速な高齢化の進展に伴う、高齢者の急速な増加
・高齢者の身体機能の低下に対応したバリアフリー化された住宅ストッ
クの形成の必要性

・高齢者単身・夫婦世帯に対する民間賃貸住宅における入居の敬遠
【制定の内容】
・高齢者が安心して居住できるよう市場環境整備を推進（高齢者向け優
良賃貸住宅制度、入居を拒否しない住宅の登録制度、終身建物賃貸
借制度の創設）

○制定（平成５年）
【制定の背景、課題】
・国民の居住水準が向上する中、借家世帯については大都市地域
を中心に大きく立ち後れ

・特に世帯人員が標準的な中堅所得者については、良質な賃貸住宅
ストックが著しく不足

・市場においては良質な賃貸住宅の供給が行われにくい状況
・公共賃貸住宅については地価高騰に伴うコストアップ等により用地
取得が困難

【制定の内容】
・中堅所得者層を主な対象とした良質な賃貸住宅（特定優良賃貸住
宅）の供給を促進

○制定（昭和２６年）
【制定の背景、課題】
・戦後、地方公共団体に建設費の半額にあたる補助金を交付し、
予算措置として低家賃の庶民向け賃貸住宅を建設

・特に戦後の困難な住宅問題を解決するため、立法措置を講じ
て国の助成による公営住宅の供給方策を確立する必要

【制定の内容】
・国の補助による公営住宅の建設、補修及び管理に関して規定
・公営住宅の計画的供給に関し、国と地方公共団体の責任及び
公営住宅の建設に要する費用割合を明確化

○昭和５５年改正（入居者資格の拡大）
【改正の背景、課題】
・高齢者、身体障害者等について、単身入居の要望
【改正の内容】
・高齢者、身体障害者、生活保護被保護者等について、単身入
居を可能に

○平成８年改正（買取り、借上げ方式の導入、応能応益家賃制度の導

入）
【改正の課題・背景】
・急速な人口の高齢化など大きく変化する経済社会情勢に対応
する必要

【改正への内容】
・地方公共団体の直接供給に加え、民間住宅の買取り・借上げ
方式を追加

・公営住宅のグループホーム等としての使用を可能に
・きめこまやかな応能応益家賃制度の導入

公営住宅法 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律

２－４ 公的賃貸住宅制度の創設・改正の背景等

高齢者の居住の安定確保に関する法律
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２－５ 公的賃貸住宅制度の比較

○近傍同種

家賃と均

衡を失し

ないこと

○近傍同種家賃

と均衡を失しな

いこと

○近傍同種家賃と均衡を失しな

いこと

○建設費補助を受けた場合は、

建設費、土地取得費等を基

準に算定した限度額家賃以下

○近傍同種家賃と均衡を失しな

いこと

○建設費補助を受けた場合は、

建設費、土地取得費等を基準

に算定した限度額家賃以下

【応能応益家賃】

○家賃算定基礎額×市町村立地係数

×規模係数×経過年数係数×利便

性係数

○上限は近傍同種家賃

家賃設定

収入要
件

同居親族
要件等

原則同居親
族を要する

同居親族を要しな
い

高齢者（６０歳以上）単身世帯、
高齢者夫婦世帯

原則同居親族を要する原則同居親族を要する入

居

者

資

格

○収入制限

なし

○収入制限なし○収入制限なし【原則階層】

○収入分位25～50％

【裁量階層】

○収入分位0～25、50～80％
（４人世帯年収約510万円以下、約690～

1060万円）

【原則階層】

○収入分位0～25％

【高齢者等に係る裁量階層】

○収入分位25～40％
（４人世帯年収約510～610万円）

――

○建設費補助

・民間建設：共用部分工事費の１/３

・公共団体建設：全体工事費の１/３

・ 改良：共用部分工事費の１/３ 等

○家賃対策補助
・ 家賃と入居者負担額の差額の１/２

（原則収入分位２５％以下の世帯を対象）

○建設費補助

・民間建設：共用部分工事費の１/３

・公共団体建設：全体工事費の１/３ 等

○家賃対策補助

・ 家賃と入居者負担額との差額の１/２

（収入分位５０％以下の世帯が対象）

○建設費補助

・建設、買取り：全体工事費の１/２

・借上げ：共用部分工事費の１/３

○家賃対策補助

・ 近傍同種の家賃と入居者負担基準額の差

額の１/２

財政支援
措置

○地方住宅

供給公社が

建設、 管理

○独立行政法

人都市再生機

構が建設、管理

○民間が建設、管理

○地方公共団体が建設、管理

等

○民間が建設、管理

○地方公共団体が建設、管理

等

○地方公共団体が建設、管理

○地方公共団体が民間住宅を買取り・

借上げ、管理

供給方式

勤労者に対
して良好な居
住環境の住
宅を供給

主にファミリー世
帯に対して良好な
居住環境を備えた
賃貸住宅を供給

高齢者の単身・夫婦世帯に対し
て優良な賃貸住宅を供給

中堅所得者に対して優良な賃貸
住宅を供給
※中堅所得者－原則収入分位25～50%

（４人世帯年収約510～690万円）

住宅に困窮する低額所得者に対して
低廉な家賃の賃貸住宅を供給
※低額所得者－原則収入分位25％以下

（４人世帯年収約510万円以下）

目的

公社住宅公社住宅
（地方住宅供給
公社法 昭和40
年）

機構住宅機構住宅
（独立行政法人都市
再生機構法 平成15
年）

高齢者向け優良賃貸高齢者向け優良賃貸
住宅住宅
（高齢者の居住の安定確保に関する
法律 平成13年）

特定優良賃貸住宅特定優良賃貸住宅
（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関
する法律 平成５年）

公営住宅公営住宅
（公営住宅法 昭和26年）
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３．公的賃貸住宅の施策対象

～①市場家賃の支払いが困難な者への対応～

３－１ 公営住宅の入居収入基準

３－２ 公営住宅の入居収入基準の推移

３－３ 公営住宅ストックの現状

３－４ 公営住宅の応募倍率

３－５ 公営住宅の収入超過者の状況

３－６ 公営住宅の入居世帯の属性（収入別、年齢別）

３－７ 住居別の入居時期

３－８ 普通世帯の年間収入分布

３－９ 生活保護世帯の属性（収入別、住宅の種類別）



出典：国土交通省資料

【現行制度】
本来階層：月収２０万円（収入分位２５％）以下
裁量階層（高齢者、障害者等）：月収２６．８万円（収入分位４０％）以下 （法２３条２号、令６条５項）

《入居収入基準設定の考え方》
○「住宅に困窮する低額所得者」（法第１条）を「最低居住水準の住宅を住宅市場において自力で確保することが困難な者」と

捉え、民間賃貸住宅家賃の動向等を考慮して入居収入基準を設定
○現在の基準（月収２０万円（収入分位２５％）以下）は、平成８年当時の民間賃貸住宅の平均家賃等を考慮して設定したもの
○高齢者、障害者等については、収入があっても民間賃貸住宅に入居しがたい実態があることから、月収２６．８万円（収入分

位４０％）まで、地方の裁量により引き上げが可能

※１ 収入分位：単身世帯を除く全世帯を粗収入の低い順に並べたもの
※２ 「最低居住水準の住宅を住宅市場において自力で確保することが困難な者」の粗収入

＝（民間賃貸住宅の平均家賃（円／畳・月）×最低居住水準の面積（畳）／家賃負担率）×１２（月）
家賃負担率の例：収入分位１０～２０％の３人世帯の場合・・・０．17

３－１ 公営住宅の入居収入基準
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公営住宅の家賃制度のしくみ（家賃算定基礎額）

家
明渡期限到来後は、近傍同種家賃賃
の２倍以下の金銭を徴収できる。算 （家賃の上限）近傍同種家賃

定
明渡努力義務 明渡請求基 ＜割増家賃＞ 1→

1/2→礎 近傍同種と本来家賃
1/4→額 の差額に乗ずる率
1/7→

点線部分

入居後３年までは

算定式による家賃

算定式による家賃

0 10% 15% 20% 25% 32.5% 40% 50% 60% 80% 収入分位

入居収入基準内 収入超過者 高額所得者

・収入分位25%以下 ・３年以上の居住継続要件 ・５年以上の居住継続要件

・収入分位25%以上 ・最近２年収入分位60%以上

注）１．入居後３年を超えると、収入分位25%以上の者は収入超過者と認定され、収入に応じて段

階的に 部分の賃料が加算される。

２．高齢者、障害者等の入居収入基準は40%以下で事業主体の判断により決定。

【参考】公営住宅における収入と家賃との関係

世帯の収入分位
（政令月収）（２０万円） （２６.８万円） （３９.７万円）

収入超過者 高額所得者本来階層

・収入分位25%以下 ・３年以上の居住継続要件 ・５年以上の居住継続要件

・収入分位25%以上 ・最近２年収入分位60%以上

注）１．入居後３年を超えると、収入分位25%以上の者は収入超過者と認定され、収入に応じて段

階的に 部分の賃料が加算される。

２．高齢者、障害者等の入居収入基準は40%以下で事業主体の判断により決定。
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３－２ 公営住宅の入居収入基準の推移

出典：国土交通省資料

公営住宅制度の創設以降、社会経済情勢の変化を踏まえ、入居収入基準を逐次見直してきたが、
平成８年以降は見直されていない。

※ 平成８年の公住法改正により第１種、第２種住宅の種別は廃止
裁量階層とは高齢者・障害者世帯等に適用される収入基準（268,000円を上限として事業主体が定める）

入居収入基準の推移

25%

(200,000円)

25%

(200.000円）

33%

(198.000円）

33%

(162.000円）

33%

(141.000円）

33%

(95.000円）

33%

(81.000円）

33%

(65.000円）

33%

(58.000円）

28%

(46.000円）

40%

(40.000円）

60%

(36.000円）

81%

(32.000円）

69%

(25.000円）

82%

(20.000円）

16%

(115.000円）

16%

(100.000円）

16%

(87.000円）

16%

(55.000円）

16%

(47.000円）

13%

(36.000円）

13%

(30.000円）
12%

(27.000円）

17%

(24.000円）

28%

(20.000円）

28%

(16.000円）

26%

(10.000円）

48%

(10.000円）

40%

(268,000円)

40%

(268,000円)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

昭25 30 35 40 45 50 55 60 平2 7 12 17

（　　　）内は入居収入基準額
収入分位のカバー率（％）

第１種住宅

第２種住宅

裁量階層



ストックの年代別分布

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 1 3 5 7 9 11 13 15

（戸）

(100.0%)(11.8%)(18.5%)(26.9%)(34.4%)(7.0%)(1.3%)

2,189,791259,401405,261588,245754,061153,70929,114
管理戸数

合計平成7年～
平成15年

昭和60年～
平成6年昭和50年代昭和40年代昭和30年代昭和29年以前建築時期

ストックの地域別分布

169,150
133,719

561,289

52,317

256,321

465,209

130,972

71,367

349,447

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

（戸）
（平成１５年度末現在）

出典：
国土交通省資料

出典：国土交通省資料

公営住宅は、築後２０年～３０年のものが多い一方、近年の供給は減少。

公営住宅は、地方公共団体がその区域内の住宅事情に留意し低額所得者の住宅不足を緩和するため供給さ
れる。３大都市圏で約半数を占める。

名古屋圏
8%

東京圏
20%

大阪圏
19%

その他地域
53%

東京圏

大阪圏

名古屋圏

その他地域

※東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉

　 大阪圏：大阪、京都、兵庫

　 名古屋圏：愛知、岐阜、三重

３－３ 公営住宅ストックの現状
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応募倍率の推移

3.1 3.4 3.9 3.2 2.9 2.6 3.4
4.4

5.6
7.2

8.5 9.4

13.9

16.4 16.7 16.1

11.6 12.1 11.9
10.8

14.7

22

29.2
27.4

17.8
18.9

29.9

19.5

22.1

15.5

11.4
9.9 9.4 9.9

12.8
13.8

7.4 7.5 7.1
8.3

12.0

16.9

19.9 20.1

16.4

21.0

14.4

6.5

9.6
11.5

12.5

1.7 1.9 2.5
1.3

3.3 4.0 4.6
5.6 6.2

2.9

10.5

10.4

9.3

9.7 9.5
11.2

9.0 11.0
7.3

14.4

8.8
7.4

8.3

3.2 3.4

2.8 2.5
0

5

10

15

20

25

30

35

平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

（倍）

全国

東京都全体

大阪府全体

東京圏

大阪圏

名古屋圏

「東京圏」：東京・神奈川・埼玉・千葉

「大阪圏」：大阪・京都・兵庫

「名古屋圏」：愛知・三重

国土交通省作成

応募倍率の地域間格差の例

大阪府営住宅（平成１４年度）

出典：大阪府資料

出典：国土交通省資料

公営住宅の応募倍率は大都市圏を中心に近年増加傾向にあり、全国では９．４倍（平成１５年度）。

応募倍率は地域間で格差があり、例えば大阪府営住宅で見ると、 「大阪市内」で３０．２倍である一方、 「泉北Ｎ

Ｔ」では０．８倍となっている。

10.76.711.40.89.523.911.214.718.930.2倍率

府営住宅
計

泉南泉北
泉北
NT南河内中河内北河内三島千里

大阪

市内
地域例

３－４ 公営住宅の応募倍率
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出典：国土交通省資料

収入超過者数は、平成６年度に３割に至った後、減少し続け、平成１５年度には１割を下回った。
しかしながら、世帯数で見ると、本来階層でない世帯が約２０万世帯入居していることとなり、真に住
宅に困窮する低額所得者との間の不公平が生じている。

595.984
624.7 617.883 604.515

586.209

313.932
277.925

198.843
226.435

568.23

349.533

516.577

576.63

511.947

454.603

516.597

394.843
417.153

253.889

12.748

58.08365.29671.99874.06871.481
56.5141.409

66.01853.45743.51141.765

87.361
57.681

30.252 23.656 19.274 16.292 13.387

9 .1%

26.6%
27.7%

28.8%29.5%30.0%
28.8%

25.2%
28.3%

25.3%
22.6%

26.0%

20.0%
21.4%

16.2%
14.5%

12.8% 11.7%
10.4%

0.6%0.6%
2.7%3.1%3.4%3.5%3.4%2.7%

2.0%2.2% 3.2%2.6%2.1%

4.4%
3.0%

1.4% 1.1% 0.9% 0.7%

0

100

200

300

400

500

600

700

S60年度 S61年度 S62年度 S63年度 H元年度 H2年度 H3年度 H4年度 H5年度 H6年度 H7年度 H8年度 H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度

（千人）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

収入超過者数(高額含む）

高額所得者数

割合（収超）

割合（高額）

　収入超過者 ： 公営住宅に引き続き３年以上入居し、かつ政令月収（各種控除後）２０万円を超える者。（高齢者、障害者等裁量

　　　　　　　　　　 階層については、２６万８千円以下で事業主体が条例で定める額を超える者。）

  高額所得者 ： 公営住宅に引き続き５年以上入居し、かつ最近２年間の月収が政令に定める基準額（３９万７千円）を超える者。

３－５ 公営住宅の収入超過者の状況
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出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

世帯の収入別構成

7.8% 7.6% 6.9% 6.3%

16.2% 16.3% 16.1% 16.0%

16.6% 16.0% 15.1% 15.1%

21.1% 20.7% 20.6% 20.2%

10.1% 10.4% 10.2% 10.5%

10.1% 10.4% 10.5% 10.3%

18.0% 18.7% 20.6% 21.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H12年度 H13年度 H14年度 H15年度

70歳以上

65～69歳

60～64歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

29歳以下

（注）年齢不詳を除く

世帯主の年齢別構成

57.4 60.6 64.2 67.7 70.2 72.6

7.7
7.5

7.4
7.1 6.7

6.4

6.0
5.7

5.4
5.0 4.7 4.4

4.7
4.3

4.0
3.8 3.4 3.1

6.1 5.4
4.8

4.5 4.2 3.7
3.6
4.4 3.8 3.3 3.0 2.7 2.43.9
3.1 2.8 2.3 2.0 1.8 1.53.1 3.6

2.3 2.12.52.8
3.2

3.1
1.82.22.42.6

2.02.02.13.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年

収入未申告

月収39.7万超

月収39.7万以下

月収32.2万以下

月収26.8万以下

月収23.8万以下

月収20万以下

月収17.8万以下

月収15.3万以下

月収12.3万以下

※ 収入：所得税法上の所得金額から扶養親族控除など各種控除を行った額

収入の最も低い世帯層の占める割合は近年急増しており、平成１５年度では７２．６％。

世帯主が７０歳以上の世帯は全体の５分の１を超えており、増加傾向。

３－６ 公営住宅の入居世帯の属性（収入別、年齢別）

-14-



３－７ 住宅別の入居時期

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公団・公社の借家

公営の借家

民営借家

持ち家

全住宅 S25以前

S26～35

S36～45

S46～55

S56～H2

H3～7

H8～12

H13

H14

（注）「全住宅」：居住世帯のある住宅

　　　「持ち家」：そこに居住している世帯が所有している住宅

　　  「民営借家」：国、地方公共団体、公団、公社以外のものが所有している賃貸住宅で給与住宅でないもの

　　　「給与住宅」：社宅のように会社が所有又は管理してその職員を居住させている住宅

      「公営の借家」：公営住宅法に基づく公営住宅以外に都道府県、市町村、特別区の所有又は管理する賃貸住宅を含む

      「公団・公社の借家」：公団・公社の所有又は管理する賃貸住宅

出典：平成15年住宅・土地統計調査

公営の借家においては、民営借家と比較して入居後の経過年数が相当長くなっており入居後長期間にわたり
継続して居住する傾向がうかがわれる。
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353
445

507 460

658
579

272

60 38

512
231 149

92

90

54

20

4 3
0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

200万円未満 200～300 300～400 400～500 500～700 700～1000 1000～1500 1500～2000 2000万円以上

１人

２人以上

普通世帯（約４７００万世帯）で、年間収入が２００万円未満の世帯は約９００万世帯（うち２人以上世帯が約
３５０万世帯）、４００万円未満の世帯は約２２００万世帯（うち２人以上世帯が約１３００万世帯）。

３－８ 普通世帯の年間収入分布

（万世帯）

出典：総務省「平成15年住宅・土地統計調査」

普通世帯の年間収入別分布

参考）公営住宅の入居基準（年間収入）

２人世帯（扶養親族１名）：415万円、３人世帯（扶養親族２名）：463万円、４人世帯（扶養親族３名）：510万円
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３－９ 生活保護世帯の属性（収入別、住宅の種類別）

資料：被保護者全国一斉調査（平成１４年７月１日現在）

昭和35年
（574,350世帯）

37.1 37.11.2 24.6

45年
（629,220世帯）

30.3 38.85.5 25.4

55年
（721,600世帯）

24.2 43.213.6 19.0

60年
（761,000世帯）

15.4 51.215.3 18.1

平成5年
（565,640世帯）

10.1 55.517.8 16.6

10年
（630,830世帯）

8.2 55.320.9 15.5

14年
（838,550世帯）

9.1 55.521.6 13.7

持 家 借家・借間公営 その他

181,240世帯

住居の種類別被保護世帯の構成比の推移（単位：％）

生活保護世帯のうち、就労者のいる世帯は約１割であり、月収は大部分が２０万円以下。また、生活保
護世帯の約２割が公営住宅に入居している。
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 90

13 420

9 080

6 590

6 520

6 440

7 030

6 770

6 790

6 210

5 150

7 070

5 110

3 100

1 920

1 290

2 560

- 2 000 4 000 6 000 8 000 10 000 12 000 14 000

０

１以上１万未満

１万以上２万未満

２万以上３万未満

３万以上４万未満

４万以上５万未満

５万以上６万未満

６万以上７万未満

７万以上８万未満

８万以上９万未満

９万以上１０万未満

１０万以上１２万未満

１２万以上１４万未満

１４万以上１６万未満

１６万以上１８万未満

１８万以上２０万未満

２０万以上

出典：被保護者全国一斉調査（平成１４年度）

収入 （単位：円）

世帯数

88.7％
（743,410世帯）

11.3％
（95,140世帯）

就労者のいる世帯 就労者のいない世帯

被保護世帯数
838,550世帯



４．公的賃貸住宅の施策対象

～②民間賃貸住宅への入居制限を受けやすい者への対応～

４－１ 高齢者

４－２ 高齢者向け優良賃貸住宅等の現状

４－３ 障害者

４－４ DV被害者

４－５ ホームレス

４－６ 母子・父子世帯

４－７ 外国人

４－８ 家族形態の変化

４－９ 住宅別の世帯人数分布

４－１０ 住宅別の単身入居者の年齢構成

４－１１ 公営住宅の入居者資格の見直しについて



平成27年
（2015年）

平成12年
（2000年）

689
（15%）

1,505
（32%） 4,678万世帯

5,048万世帯

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2003年10 月推計）」
　　　　 国勢調査より国土交通省推計

高齢者単身・夫婦世帯

1,180
（23%）

2,087
（41%）

高齢者を含む世帯

高齢者のいる世帯が増加。特に高齢者単身・夫婦世帯が
急増。

高齢者世帯の将来推計

15.0％（持家：17.6％ 借家：9.3％）段差のない室内

10.6％（持家：12.9％ 借家：5.6％）
廊下等が車椅子で
通行可能

27.9％（持家：34.1％ 借家：14.3％）どれか一つでも対応

3.4％（持家：4.3％ 借家：1.5％）３つ全てに対応

72.1％（持家：65.9％ 借家：85.7％）いずれも備えていない

16.2％（持家：21.1％ 借家：5.4％）手すり（２箇所以上）
高齢者
のため
の設備
等

資料：平成15年住宅需要実態調査

バリアフリー化に対応できていない住宅が多い。

住宅のバリアフリー化の状況

出典：平成１０年・１５年住宅・土地統計調査

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

公団・公社の借家

公営の借家

民営借家

持ち家

全住宅

平成１０年度

平成１５年度

「公営の借家」、「公団、公社の借家」においては、
高 齢の単身者の割合が多く、近年増加が著しい。

※公営の借家：公営住宅法に基づく公営住宅以外に
都道府県、市町村、特別区の所有又
は管理する賃貸住宅を含む。

住宅別６５歳以上の単身入居者の状況

４－１ 高齢者
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４－２ 高齢者向け優良賃貸住宅等の現状

○高齢者向け優良賃貸住宅の管理戸数・空家率

※各年度末の調査時点での空家

※戸数は各年度末時点

3.5%5.2%7.2%8.1%9.0%空家率

14,351 10,140 5,457 1,651 211 管理戸数

Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１

○高齢者円滑入居賃貸住宅（高齢者の入居を受け入れることとしている賃貸住宅）の登録戸数

※戸数は各年度末時点60,584

Ｈ１５

69,83146,77824,961管理戸数

Ｈ１６Ｈ１４Ｈ１３
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障害者数は増加傾向。また、障害者の居住場所は、在宅が９割、施設・病院が１割。

資料：障害者の生活実態（平成10年度東京都社会福祉基礎調査） ※東京都全体については、平成10年住宅・土地統計調査（総務庁統計局）

（0.6％）
2.9％9.9％2.4％施設

（41.5％）40.7％58.5％59.5％持ち家

（41.6％）
1.7％
25.9％

3.2％
8.6％

3.2％
13.5％

民間賃貸

一戸建

アパート・マンション等

（9.1％）20.4％16.9％18.4％公営・公団・公社

1.1％

1.8％

知的障害者

1.6％

1.2％

身体障害者

6.7％

0.5％

精神障害者

その他

（4.9％）社宅など

東京都全体※

障害者の居住場所（東京都）

障害者は、公的賃貸住宅に居住する割合が相対的に高い。

１３３３（４１（Ｈ８）⇒）４６（Ｈ１２）知的障害者（児）

３５２２４（２０４（Ｈ１１）⇒）２５８（Ｈ１４）精神障害者

６５６

（３１８（Ｈ８）⇒）３５２（Ｈ１３）

総数

５９０

３３３

在宅

６７合計

１９身体障害者（児）

施設（入院）

資料：厚生労働省「身体障害者・児実態調査」（平成13年）、「社会福祉施設等調査」（平成12年）、
「知的障害者（児）基礎調査」、「患者調査」（平成14年）等

障害者の数及び居住場所 （万人）

【参考】

４－３ 障害者
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ＤＶ被害者の数は年々増加。都内某施設入所者の退所後の移動先の例を見ると、住宅（アパート）を確
保した者は２割しかいない一方で、住込みと福祉施設の合計が４割を占めている。

519
609

1212

1444

1666 1718

0
200

400
600
800

1000

1200
1400
1600

1800
2000

H10年 H11年 H12年 H13年 H14年 H15年

被
害
者
数

配偶者からの暴力の検挙状況の推移

出典：警察庁資料

（件）

都内某施設（婦人保護施設）入所者の退所
後の移動先

福祉施設※

住込み

アパート
その他

帰郷

帰宅

36
15.9%

10
4.4%

43
18.9%

81
35.7%

47
20.1%

10
4.4%

（都内施設の5年間の退所者の異動先の事例、DV被害者以外を含む）

（※女性相談センター、母子生活支援施設、更正施設、老人施設、生活保護施設）

出典：都内婦人保護施設資料

（都内施設の5年間の退所者の移動先の事例、ＤＶ被害者以外を含む。）

４－４ DV被害者
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ホームレスの数は増加傾向。施設退所後に自立して住宅を確保した者は３割以下にとどまっている。

出典：厚生労働省調査

注：各年の調査対象地域が異なるため一概
に比較はできない。

就労自立し
住宅確保

28%

就労自立し
住込み

18%

入院
2%

途中退所等
36%

福祉での対応
（生活保護施
設、アパート）

16%

（東京都の「自立支援センター」の退所後の移動先　平成14年1月）

※東京都の「自立支援センター」は、自立の意思がある者が
　入所し生活指導、就労支援等を受ける施設で、原則2ヶ月入所。

東京都の「自立支援センター」の退所後
の移動先（平成14年１月）

出典：東京都資料

（人）

４－５ ホームレス

16247

20451

24090
25296

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

H11.3 H11.10 H13.9 H15.2

調査時期

（※各年の調査対象地域が異なるため一概に比較は出来ない）

全国のホームレス数の推移

（人）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公団・公社の借家

公営の借家

民営借家

持ち家

全住宅 夫婦のみ

夫婦と子のみ

夫婦と子と親の
み
夫婦と親のみ

母子・父子

兄弟のみ

他の親族

単独

その他

世帯数の推移

633.7

718.1

849.2
789.9

954.9

167.3 173.3 157.3 163.4

0

200

400

600

800

1000

1200

昭和５３年 ５８年 ６３年 平成５年 １０年

（千世帯）

母子世帯 父子世帯

出典：厚生労働省「全国母子世帯調査」より

父子世帯数は横ばいだが、母子世帯数は増加傾向。

４－６ 母子・父子世帯

母子・父子世帯の比率は、公営の借家で高くなっている。

出典：総務省「平成１５年住宅・土地統計調査」より

住宅別の家族類型
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外国人登録者数は年々増加。

76
80

88

128

148

185

1.45

1.18

1.03

0.67 0.68
0.72

0万人

50万人

100万人

150万人

200万人

1977年 1982年 1987年 1992年 1997年 2002年

外
国
人
登
録
者
総
数

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

総
人
口
に
占
め
る
比
率

外国人登録者の推移

出典：「在留外国人統計」（平成15年版）（財団法人入管

協会）より作成

1.6

0

0.9

15.8

21.8

1.4

74.9

68.3

69.2

66.7

55.4

75.7

11.3

20.5

24.3

5.5

9.9

12.2

2.4

5

2.8

1.1

0

1.4

5.7

5.6

2.8

1.1

2

2.7
6 .8

9 .9

9 .8

2 .4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就労

留学

就学･研修

日本人の配偶者等

永住者とその家族･定住者

その他

持ち家 公営住宅 民間借家 寮・社宅 ホームステイ その他

在留資格別でみた外国人の住まい（東京都）

出典：「東京都在住外国人生活実態調査報告書」（平成
９年）（東京都生活文化局）より作成

４－７ 外国人
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４－８ 家族形態の変化

9 20 35 68 0
283 316 377 450 450153 197 250

303 364
99 134

182
243 338

485
569

698
827

937

264
236

227

245

1,640

713
638

537

471744
835

952
969751

832

871

906
979

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

昭和５８年 昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成15年

（
万

世
帯

）

40歳未満の単身 40歳以上65未満の単身 65歳以上の単身 夫婦のみ

夫婦と6歳未満の者 夫婦と6～17歳の者 夫婦と18歳以上の者 その他

※１

※１　平成１５年においては、統計上の区分が平成１０年以前と異なるため、夫婦と子供の世帯を合計して集計している。

※２　単身世帯のうち、年齢不明の世帯の数。
出典：総務省「住宅・土地統計調査」

※２ ※２ ※２ ※２※２

単身世帯及び夫婦のみ世帯が増加。とりわけ、６５歳以上の単身世帯が著しく増加。
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４－９ 住宅別の世帯人数分布

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人以上

全住宅

持ち家

民営借家

公営の借家

公団・公社の借家

出典：総務省「平成15年住宅・土地統計調査」

民営借家では単身入居者（１人世帯）の割合が５０％以上を占めているが、公営の借家は原則として同
居親族を有することを入居者資格としているため、２人以上の世帯が多くなっている。

住宅別の世帯人数分布
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４－１０ 住宅別の単身入居者の年齢構成

住宅別の単身入居者の年齢構成

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

25歳未満 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～74歳 75歳以上

持ち家

民営借家

公団・公社の借家

公営の借家

民営借家では、若年の単身者の比率が高く、公営の借家及び公団・公社の借家においては高齢単身の
比率が高くなっている。

出典：総務省「平成１５年住宅・土地統計調査」
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４－１１ 公営住宅の入居者資格の見直しについて
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○子どもの教育費等の負担が大きく、やむを得ず居住水準の低い住宅に住んでいる割合の高い子育て世帯
について、少子化対策の観点から支援

○急速に増加・多様化する社会的弱者（ＤＶ被害者、犯罪被害者、ホームレス、知的・精神障害者）の居住の
安定確保

入居者資格の緩和

①入居収入基準 ： 原則２０万円／月以下〔収入分位２５％以下〕
（高齢者世帯等は２６．８万円／月〔収入分位４０％以下〕まで地方裁量で可）

②同居親族要件 ： 原則同居親族がある者（高齢者、身体障害者等は単身入居可）
③住宅困窮要件 ： 現に住宅に困窮していることが明らかな者

現行の公営住宅の入居者資格

１．目的

２．見直しの内容

子育て世帯（小さい子どものいる世帯）の入居収入基準の緩和
２６．８万円／月〔収入分位４０％以下〕まで地方裁量で可

①入居収入基準の緩和

ＤＶ被害者、犯罪被害者、ホームレス、知的・精神障害者の単身入居可（ただし、福祉部局等との連携
が必要）

②同居親族要件の緩和

３．実施時期

平成１７年度（予定）



５．公的賃貸住宅の施策対象

～③市場においては十分な供給が図られない賃貸住宅への対応～

５－１ 特定優良賃貸住宅の現状

５－２ 都市再生機構賃貸住宅の現状

１）機構賃貸住宅ストックの概要と活用方針

２）機構賃貸住宅ストックの地域別分布

３）機構賃貸住宅の入居者像の概要

４）郊外と都市周辺部の入居者像（H12～H18の入居者）

５）民間供給支援型賃貸住宅制度（Ｈ１４～）の概要

５－３ 地方住宅供給公社賃貸住宅の現状



５－１ 特定優良賃貸住宅の現状

○管理戸数・空家率※（平成１５年末時点）

２０，１０８

平成１１年度

３，６７１

平成１５年度

（見込み）

６，４３５１０，８４４１５，０５２供給実績
（戸）

平成１４年度

（見込み）

平成１３年度平成１２年度年度

○最近５年間の供給実績

・管理戸数 １５４，３３２戸
・空家率 ６．２％

※長期空家（１年以上）の割合
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居住水準の向上
人口の大都市
集中等による
住宅不足の解消

住宅不足
の解消

団地規模大
・大量供給

郊外化が進む 都心回帰

住戸規模狭小（低設備水準） 住宅規模改善

■管理開始年代別管理戸数 （平成16年3月末時点）

■管理開始年代別ストックの特徴

101,600円60,700円48,000円41,500円家賃

69.4㎡/戸52.7㎡/戸45.5㎡/戸39.2㎡/戸
住戸規模

立地

257戸/団地470戸/団地842戸/団地414戸/団地
団地規模

S55年度以降S50～54年度S40年代
S30年代

住宅供給
の背景

■ストックの主な活用方策
【 】は平成16年3月末時点の実績

④高齢者向け優良賃貸住宅の供給（高優賃）

昭和40年代～50年代前半の大規模な団地を対象に1
階等の住宅についてバリアフリー化等の改善を空家
発生時に実施し、国の支援を受けた家賃減額措置の
ある高優賃として供給。 【約1.1万戸供給】

③リニューアル事業

昭和40年代～50年代前半の団地を対象に、既存建
物の設備水準の向上、ＬＤＫ化等の間取り改善、バ
リアフリー化等の改善を空家発生時に実施。

【約5万戸実施】

②ストック総合再生事業

昭和40年代団地の一部について、今後、リニュー
アル、建替等を総合的に活用してストックを再生す
る事業を実施。 【今後実施】

①建替事業

現在は昭和30年代団地を対象に、建替え戻り住宅
を中心とした建替事業を実施。

建替えにおいては、公営住宅の併設を推進すると
共に、土地を有効高度利用することにより生じる用
地を活用して社会福祉施設の整備や民間による多様
な住宅供給を推進。 【約10万戸の事業に着手】

ストック全体 766千戸
建替による用途廃止戸数

３０年代団地については、中期計画期間中（Ｈ１６～Ｈ２０）に概ね建替え事業に着手する予定。今後は郊外に大規模か
つ大量に供給された４０年代以降の団地のストック再生が大きな課題。

５－２ 都市再生機構賃貸住宅の現状①

１）機構賃貸住宅ストックの概要と活用方針

96千戸

157千戸

81千戸
108千戸

74千戸

0千戸

50千戸

100千戸

150千戸

200千戸

250千戸

300千戸

350千戸

昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年～平成6年 平成7～15年

ストック全体 766千戸

323千戸
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年代別都心からの距離別管理戸数（平成15年度末）

50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

平成7年度以降
（約11万戸）

昭和60年代
（約8万戸）

昭和50年代
（約16万戸）

昭和40年代
（約32万戸）

昭和30年代
（約10万戸）

管
理
開
始
年
代

管理戸数

10km未満

10～20km

20～30km

30～40km

40～50km

50km以上

11.9%

41.1% 33.1%

17.1%

25.1%

25.7%

28.3%

20.2%

24.8%

23.4%

27.7%

25.2%

18.5%

25.6%

21.1%

25.4%

22.2%

17.6%

19.6%

6.3%、4.2%、3.5%

10.4%

1.6%

7.5%、1.9%

5.1%、2.6%

3.0%、0.4%

２）都市機構賃貸住宅ストックの地域別分布

昭和４０年代～５０年代にかけて郊外化が進展。 40～50年代ストックのうち30km以遠に立地するものは約17万戸。

約12万戸

約5万戸

５－２ 都市再生機構賃貸住宅の現状②

四大都市圏別・年代別管理戸数（平成15年度末）

50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

平成7年度以降
（約11万戸）

昭和60年代
（約8万戸）

昭和50年代
（約16万戸）

昭和40年代
（約32万戸）

昭和30年代
（約10万戸）

管
理
開
始
年
代

管理戸数

京浜葉大都市圏

中京大都市圏

京阪神大都市圏

北九州・福岡大都市圏

四大都市圏外

4.9%

60.6% 28.7%

57.0%

42.8%

59.2%

62.7%

25.5%

7.8%

3.0%

26.3%

35.1%

5.7%

25.9%

5.1%、0.7%

6.0%

6.2%、0.3%

6.7%、0.7%

4.9%

7.2%

8.7%

8.6%

-31-



※1 平成12年度末時点の管理緒元に基づいた平均面積
※2 H12.4.1時点の管理緒元に基づいた平均家賃
※3 ストック全体（定期調査）は長子が11歳以下の世帯の割合

［出典]
・ストック全体 ：平成12年公団住宅居住者定期調査
・新規・空家入居：平成15年度公団住宅入居者調査

----------12年8ヶ月居住年数

2．住宅の広さが適当(17%)2．住宅の広さが適当(18%)2．申込んだら当った（13%)

1．家賃が適当(18%)1．通勤に便利(19%）1．家賃が適当(22%）申し込み最大理由
（現住宅選択理由）

16.1%
＜5.1%＞

20.2%
＜4.8%＞

36.6%
＜9.3%＞

高齢者（60歳以上）がいる世帯
＜うち高齢単身者＞

13.7%13.6%( 12.0% )※3子供(長子12歳以下)がいる世帯

51.1%23.6%44.2%Ⅰ分位

20.2%22.2%23.5%Ⅱ分位

10.8%16.9%14.2%Ⅲ分位

9.1%16.4%11.7%Ⅳ分位

8.8%21.0%6.5%Ⅴ分位

収入階層

43.1%52.3%39.5%共稼ぎ世帯率

544万円
＜482万円＞

757万円
＜663万円＞

564万円
＜445万円＞

世帯全体
＜世帯主＞年収（平均）

2.12人2.02人2.41人居住人数（平均）

41.8才42.0才51.8才世帯主年齢（平均）

74千円/月136千円/月(61千円/月)※2家賃(平均)

56.0㎡63.8㎡(51.5㎡)※1
専床面積(平

均)

27,395件9,251件48,164件有効回収

調査対象

空家入居新規入居ストック全体

世帯収入の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

S40
調査

S45
調査

S50
調査

S55
調査

S60
調査

H2
調査

H7
調査

H12
調査

（万円）

機構賃貸全体

全国［貯蓄動向調査］

３）機構賃貸住宅の入居者像の概要

機構賃貸住宅入居者の世帯主年齢が５０歳を超え、収入階層が第Ⅰ分位の世帯が全体の４割を占めるなど、当初と比べ
機構賃貸住宅の居住者が高齢化、低所得化している。

〈参考〉平成１４年度データではⅠ分位（～４５６万円）、Ⅱ分位（４５６～６０７万円）、Ⅲ分位（６０７～７７１万円）、Ⅳ分位（７７１～９９０万円）、Ⅴ分位（９９０万円～）となっている。
総務省による貯蓄動向調査による公表地（全国・二人以上・勤労者世帯）

５－２ 都市再生機構賃貸住宅の現状③
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４）郊外と都市部周辺の入居者像（H12～H16の入居者）

郊外に立地する団地 A団地（埼玉県日高市） 都市部周辺に立地する団地 B団地（埼玉県川口市）

都市部周辺に立地する団地 C団地（東京都調布市） 郊外に立地する団地 D団地（千葉県八千代市）

勤務地

東京都
11.6%

その 他埼玉県

神奈川県

千葉県
86.4%

※公営住宅収入階層は、44.4％ ※公営住宅収入階層は、78.0％

※公営住宅収入階層は、43.9％

昭和40年代～50年代前半ストックのうち、郊外に立地する住宅の近年の入居者像は周辺地域需要、公営階層となっている。

広域的需要（大都市勤労者）⇒周辺地域需要 当初の中堅所得者層需要⇒公営階層に変化

年収

Ⅰ分位,
86.7%

Ⅲ分位

Ⅱ分位,
9.5%

Ⅳ分位
Ⅴ分位

（都市再生機構調べ）

昭和30年代管理開始団地

昭和40年代管理開始団地

昭和50年代前半管理開始団地

（管理開始年度Ｓ52 平均専床44.6㎡ 募集家賃72,300円）

（管理開始年度Ｓ40  平均専床47.2㎡ 募集家賃86,600円） （管理開始年度Ｓ45 平均専床46.1㎡ 募集家賃36,900円 ）

勤務地

千葉県

神奈川県

,

その 他 東京都 ,
14.8%

埼玉県
83.3%

※公営住宅収入階層は、79.7％

年収

Ⅰ分位,
86.3%

Ⅲ分位

Ⅱ分位,
10.0%

Ⅳ分位
Ⅴ分位

(管理開始年度S47 平均専床45.2㎡ 募集家賃34,800円）

５－２ 都市再生機構賃貸住宅の現状④

勤務地

千葉県

神奈川県
埼玉県

20.3%

その他

東京都
76.0%

年収

Ⅴ分位
Ⅳ分位

Ⅱ分位,
30.7%

Ⅲ分位

Ⅰ分位,
57.1%

勤務地

千葉県

神奈川県 埼玉県

東京都

96.6%

年収

Ⅰ分位,
57.3%

Ⅲ分位

Ⅱ分位,
23.8%

Ⅳ分位 Ⅴ分位
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５－２ 都市再生機構賃貸住宅の現状⑤
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民間事業者の選定、民間事業者への土地賃貸等民間事業者の選定、民間事業者への土地賃貸等

土地賃貸等により賃貸住宅等を供給する民間事業者を公募土地賃貸等により賃貸住宅等を供給する民間事業者を公募

民間事業者による賃貸住宅等の建設・供給民間事業者による賃貸住宅等の建設・供給

市場補完として
機構が賃貸住宅
を供給

機構による工場跡地等の取得機構による工場跡地等の取得

機構による公共施設及び敷地の整備機構による公共施設及び敷地の整備

事 業 参 画 が な
かった場合

機構による遊休地、
工場跡地の取得等

機構による道路・公
園等の公共施設整
備及び敷地の整備

■ 制度概要

○賃貸住宅用地を民間事業者
に定期借地（50年以上）等

○賃貸住宅の建設基準
・55～91㎡の規模の住宅が過半
・最小住宅規模37㎡
・住宅の性能水準は、国等の性

能水準及び機構賃貸住宅と同
等の性能を確保 など

○民間参画推進のための取組み
民間事業者の参画を円滑に進

めるため、都市再生パートナーシ
ップ協議会／賃貸住宅グループを
活用して、民間事業者の意向を幅
広く把握し、ニーズに合致した事
業計画の策定を行う。

○事業実績（平成17年3月末時点）

・民間参画地区数：23地区
・民間提案戸数 ：約6,600戸

■ 制度概要

○賃貸住宅用地を民間事業者
に定期借地（50年以上）等

○賃貸住宅の建設基準
・55～91㎡の規模の住宅が過半
・最小住宅規模37㎡
・住宅の性能水準は、国等の性

能水準及び機構賃貸住宅と同
等の性能を確保 など

○民間参画推進のための取組み
民間事業者の参画を円滑に進

めるため、都市再生パートナーシ
ップ協議会／賃貸住宅グループを
活用して、民間事業者の意向を幅
広く把握し、ニーズに合致した事
業計画の策定を行う。

○事業実績（平成17年3月末時点）

・民間参画地区数：23地区
・民間提案戸数 ：約6,600戸

民間事業者
に よる賃貸
住宅供給

都心居住の推進、良質な賃貸住宅の供給を促進するため、機構が整備した敷地を定期借地し、民間の事業者が
ファミリー向けの賃貸住宅を建設・供給

５）民間供給支援型賃貸住宅制度（Ｈ１４～）の概要
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５－３ 地方住宅供給公社賃貸住宅の現状

築後３０年経過がストック全体の約２／３

○公社賃貸住宅（直接供給）の管理戸数・空家率

3.7％
150,109

Ｈ１１

3.5％
149,450

Ｈ１０

空家率

管理戸数

4.6％4.1％3.0％3.9％
153,549155,160153,816152,488

Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２

※戸数は全て各年度末時点のもの

※入居者の募集を行ったが、空家
となっている住宅で前入居者退
去後３ヶ月以上経過している住
宅を空家としている

○管理戸数の年代別分布

*住宅金融公庫融資を受けて建設した賃貸住宅の供給年度別管理戸数
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６．公的賃貸住宅の施策対象

～④まちづくりへの貢献～

６－１ 中心市街地活性化における公営住宅の活用について

６－２ 密集住宅市街地の現状について

６－３ 密集住宅市街地整備の概要について



６－１ 中心市街地の活性化における公営住宅の活用について

○群馬県伊勢崎市の例

伊勢崎駅周辺の定住人口の増加や魅力の向上。

・ 少子高齢化に対応し、公営住宅の建築にあわせて保育所、ファミリーサポートセンター、高齢者介護相談窓口

等の複合施設を整備。

・事業の概要

事業年度 ： 平成１５～１６年度
整備戸数 ： 公営住宅４５戸
事 業 地 ： 伊勢崎市中心市街地活性化基本計画（Ｈ１４策定）区域内

・事業位置図及び外観

・事業の目的・ねらい
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【東京】 2,339ha 【大阪】 2,295ha

密集市街地は全国で約25,000ｈａ存在するが、特に、防災上危険な市街地が全国で約8,000ｈａ、うち東京に
2,339ha、大阪に2,295ha存在しており、早急な解消が必要。

【「地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市
街地」の分布状況】

（平成15年7月国土交通省調べ）

重点的に改善すべき密集市街地（約
8,000ha）のうち、113地区3,773ha（全体面
積の約47%）については、今後概ね10年
以内に最低限の安全性が確保される見
込み
（Ｈ15年12月国土交通省公表 「地震時
等において大規模な火災の可能性があり
重点的に改善すべき密集市街地」の改善
施策について）

※残る287地区4,200ha（全体面積の約53％）につ
いては、更なる検討を要する
※※実際に安全性が確保されたかどうかは、５年
に一度の都市計画基礎調査等により把握

６－２ 密集住宅市街地の現状について

-37-



６－３ 密集住宅市街地整備について

整備事例(小公園整備)

整備事例（道路拡幅）

整備事例(従前居住者用住宅)

・事業概要
事 業 年 度 ： 昭和５８年度～平成２１年度
事 業 主 体 ： 墨田区

・事業の目的・ねらい
老朽住宅の除却、道路、緑地等地区公共施設等の整備、従前居住者用住宅の整備を行い、密集市街地における居住
環境及び防災性の向上を図る

・事業位置図等

○東京都墨田区京島の例
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